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「都市計画法による開発許可の手引 技術基準編」  新旧対照（案） （傍線は改定箇所） 

 

現   行 改 定 案 備  考 

第４章 第１節 道路 

１～13  （略） 

14 防護柵（法第33条第１項第２号） 

道路の側方に道路より低い土地がある場合には、車両の路外逸脱、歩行者及び自転車の転落を防止するため道路

保護用地内に道路の境界から 0.5メートル以上（擁壁の上端を除く。）の空地を設け車両用防護柵及び柵の高さが

1.2メートル以上の歩行者自転車用転落防止柵を設置し、かつ、擁壁の上端への侵入を防止するための柵（袖壁）

を設置すること。ただし、道路の境界線から水平距離で1.5メートル以上の平らな土地がある場合にあっては、こ

の限りでない。 

 

 

 

 

 

※ 参考図 防護柵 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

【解説】 

１・２ （略） 

３ 横浜市が管理することとなる道路に設置する車両用防護柵及び歩行者自転車用転落防止柵については、その設置区間及び種

別等を法第32条第２項により道路管理者との「協議」のうえ設置することになります。 

４ 参考図による防護柵以外に車両用防護柵と歩行者自転車用転落防止柵が一体になったものも設置することができます。 

  なお、この場合においても道路の境界から0.5メートル以上の空地を設け設置することになります。 

５ 道路の境界線から水平距離で1.5メートル以上の平らな土地がある場合には、車両用防護柵及び者自転車用転落防止柵を設

置しないことができます。 

 

 

 

 

 

 

 

15  （略） 

 

第４章 第１節 道路 

１～13  （略） 

14 防護柵（法第33条第１項第２号） 

予定建築物等の敷地が接する政令第 25条第２号に規定する道路のうち、道路の側方に道路より低い土地がある場

合には、当該土地のうち、次の(1)から(3)のいずれかの道路際に車両の路外逸脱、歩行者及び自転車の転落を防止す

るため道路保護用地内に道路の境界から 0.5メートル以上（擁壁の上端を除く。）の空地を設け車両用防護柵及び柵

の高さが1.2メートル以上の歩行者自転車用転落防止柵を設置し、かつ、擁壁の上端への侵入を防止するための柵（袖

壁）を設置すること。ただし、通行の安全上支障がない場合は、この限りではない。 

(1) 開発区域内に道路のないものにおける予定建築物等の敷地に接する部分 

(2) 既存道路を拡幅整備する場合で、予定建築物等の敷地に接する部分 

(3) 新たに配置する道路の端部 

 

 

 

※ 参考図 防護柵 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

【解説】 

１・２ （略） 

３ 横浜市が管理している道路及び管理することとなる道路に設置する車両用防護柵及び歩行者自転車用転落防止柵について

は、周囲の地形などの状況により、その設置区間及び種別等を法第32 条第２項により道路管理者との「協議」のうえ設置す

ることになります。 

４ 「通行の安全上支障がない場合」とは、車両用防護柵と歩行者自転車用転落防止柵が一体になったものが設置される場合、

又は、道路の境界線から水平距離で1.5メートル以上の平らな土地がある場合をいいます。 

５ 既存道路とは、建築基準法第42条に規定する道路又は道路法による道路であること。 

 

 

 

 

 

 

 

15  （略） 

 

 

 

基準の明確化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基準の明確化 

 

130＋140＋114.3÷２＋＝327.15＋x 

x＝１00の場合 ⇒ 427.15 

これに転落防止柵 φ＝60.5 を入れると 

427.15＋60.5＝487.65 ⇒ 500 
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道路の側方に道路より低い土地があるが、道路の境界線
から水平距離で 1.5 メートル以上の平らな土地がある
ため、車両用防護柵及び自転車用転落防止柵を設置しな
いことができる。 

130＋140＋114.3÷２＋＝327.15＋x 

x＝１00の場合 ⇒ 427.15 

これに転落防止柵 φ＝60.5 を入れると 

427.15＋60.5＝487.65 ⇒ 500 
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道路の側方に道路より低い土地があるが、道路の境界線
から水平距離で 1.5 メートル以上の平らな土地がある
ため、車両用防護柵及び自転車用転落防止柵を設置しな
いことができる。 
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第13章 第１節 敷地の規模・形状 

 

【法律】（略） 

 

【政令】（略） 

 

【条例】（略） 

 

１ 法第33条第４項等の規定による予定される建築物の敷地面積の最低限度 

(1)   （略） 

(2) 市街化調整区域における敷地の規模 

ア   （略） 

イ 125平方メートル（本号アに規定する区域以外の部分） 

 

 (3)～(5)  （略） 

 

２  （略） 

 

第13章 第１節 敷地の規模・形状 

 

【法律】（略） 

 

【政令】（略） 

 

【条例】（略） 

 

１ 法第33条第４項等の規定による予定される建築物の敷地面積の最低限度 

(1)   （略） 

(2) 市街化調整区域における敷地の規模 

ア   （略） 

イ 125平方メートル（本号アに規定する区域以外の部分） 

ただし、市長がやむを得ないと認める場合にあっては、この限りではない。 

(3)～(5)  （略） 

 

２  （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基準の明確化 
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「都市計画法による開発許可の手引 立地基準編」  新旧対照（案） （傍線は改定箇所） 

 

現   行 改 定 案 備  考 

第３章 法第 34 条に関する立地の許可の基準 第２節 横浜市開発審査会提案基準第６号 既存建築物の増築、

建て替えに係る特例措置 

本文（略） 

１・２ (略) 

３ 既存の用途と同一用途の建築物であること。ただし、一戸建ての住宅を第一種低層住居専用地域の基準に適合

する兼用住宅とする場合は、この限りでない。 

４～10 (略) 

注（略) 

【提案基準第６号に関する包括承認要件（第164号議案その３）】 

「既存建築物の増築、建て替えについて」 

既存建築物の増築、建て替えに係る開発行為等については、開発審査会提案基準第６号に定める要件を具

備するものと認められる場合（提案基準第４号「農家等の分家住宅」により許可された一戸建ての住宅を第

一種低層住居専用地域の基準に適合する兼用住宅とする場合を除く。）については許可することができるも

のとする。 

【解説】 

１ 分家住宅は、許可を受けられる者を限定した属人的な許可であることから、分家住宅を増築又は建て替えできるのは同一の

申請者あるいはその相続人のみです。 

２ 工場の増築又は建て替えの場合で「既存の用途と異ならない」とは、申請に係る工場の作業内容が、既存の工場と比べて周

辺環境に与える影響が同等又は少ないと認められるものとします（建築基準法別表第二により判断します。）。 

 

第３章 法第 34 条に関する立地の許可の基準 第２節 横浜市開発審査会提案基準第６号 既存建築物の増築、

建て替え等に係る特例措置 

本文（略） 

１・２ (略) 

３ 既存の用途と同一用途の建築物であること。ただし、一戸建ての住宅を第一種低層住居専用地域の基準に適合

する兼用住宅への増築、建て替え又は用途の変更をする場合は、この限りでない。 

４～10 (略) 

注（略) 

【提案基準第６号に関する包括承認要件（第164号議案その３）】 

「既存建築物の増築、建て替え等について」 

既存建築物の増築、建て替え等に係る開発行為等については、開発審査会提案基準第６号に定める要件を

具備するものと認められる場合（提案基準第４号「農家等の分家住宅」により許可された一戸建ての住宅を

第一種低層住居専用地域の基準に適合する兼用住宅とする場合を除く。）については許可することができる

ものとする。 

【解説】 

１ 分家住宅は、許可を受けられる者を限定した属人的な許可であることから、分家住宅を増築又は建て替え等できるのは同一

の申請者あるいはその相続人のみです。 

２ 工場の増築又は建て替えの場合で「既存の用途と異ならない」とは、申請に係る工場の作業内容が、既存の工場と比べて周

辺環境に与える影響が同等又は少ないと認められるものとします（建築基準法別表第二により判断します。）。 

 

「等」を追加する

ことにより、既存

の一戸建ての住

宅を第一種住居

専用地域の基準

に適合する兼用

住宅への用途変

更を基準化 

 

表題部に合わせ

て修正 

 

 

 

 

 

用途変更を基準

化 

第３章 法第34条に関する立地の許可の基準 第２節 横浜市開発審査会提案基準第19号 市街化調整区域とな

る以前から土地を所有していた者の建築行為等の特例措置 

本文（略） 

１～12 (略) 

注（略) 

【提案基準第19号に関する包括承認要件（第164号議案その13）】 

「市街化調整区域となる以前から土地を所有していた者の建築物について」 

市街化調整区域となる以前から土地を所有していた者等に係る建築行為等については、提案基準第 19号に定め

る要件を具備すると認められる場合については許可することができるものとする。 

 

第３章 法第34条に関する立地の許可の基準 第２節 横浜市開発審査会提案基準第19号 市街化調整区域とな

る以前から土地を所有していた者の建築行為等の特例措置 

本文（略） 

１～12 (略) 

注（略) 

【提案基準第19号に関する包括承認要件（第164号議案その13）】 

「市街化調整区域となる以前から土地を所有していた者の建築物について」 

市街化調整区域となる以前から土地を所有していた者に係る建築行為等については、提案基準第 19号に定める

要件を具備すると認められる場合については許可することができるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

表題部との不整

合を修正 
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第３章 法第34条に関する立地の許可の基準 第２節 横浜市開発審査会提案基準第20号 特別養護老人ホーム

及び介護老人保健施設の建築行為等の特例措置 

本文（略） 

１～12 (略) 

注（略) 

別表 特別養護老人ホーム及び介護老人保健施設と併せて実施できる事業・サービス 

 

主たる施設 法律上の分類 事業・サービス 

特別養護老人ホ

ーム 

居宅サービス事業 
訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、居宅療養管理指

導、通所介護、短期入所生活介護 

地域密着型サービス事業 
定期巡回・随時対応型訪問介護看護、夜間対応型訪問

介護、認知症対応型通所介護 

居宅介護支援事業 居宅介護支援事業 

介護予防サービス事業 

介護予防訪問介護、介護予防訪問入浴介護、介護予防

訪問看護、介護予防居宅療養管理指導、介護予防通所

介護、介護予防短期入所生活介護 

地域密着型介護予防サービス事 

業 

介護予防認知症対応型通所介護 

介護予防支援事業 介護予防支援事業 

介護予防・日常生活支援総合事業 
第１号訪問事業、第１号通所事業、第１号生活介護事

業、第１号介護予防支援事業 

介護老人保健施

設 

居宅サービス事業 

訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、訪問リハビリテ

ーション、居宅療養管理指導、通所介護、通所リハビ

リテーション、短期入所療養介護 

地域密着型サービス事業 
定期巡回・随時対応型訪問介護看護、夜間対応型訪問

介護、認知症対応型通所介護 

居宅介護支援事業 居宅介護支援事業 

介護予防サービス事業 

介護予防訪問介護、介護予防訪問入浴介護、介護予防

訪問看護、介護予防訪問リハビリテーション、介護予

防居宅療養管理指導、介護予防通所介護、介護予防通

所リハビリテーション、介護予防短期入所療養介護 

地域密着型介護予防サービス事業 介護予防認知症対応型通所介護 

介護予防・日常生活支援総合事業 
第１号訪問事業、第１号通所事業、第１号生活介護事

業、第１号介護予防支援事業 

 

 

 

 

【解説】（略） 

第３章 法第34条に関する立地の許可の基準 第２節 横浜市開発審査会提案基準第20号 特別養護老人ホーム

及び介護老人保健施設の建築行為等の特例措置 

本文（略） 

１～12 (略) 

注（略) 

別表 特別養護老人ホーム及び介護老人保健施設と併せて実施できる事業・サービス 

 

主たる施設 法律上の分類 事業・サービス 

特別養護老人ホ

ーム 

居宅サービス事業 
訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、居宅療養管理指

導、通所介護、短期入所生活介護 

地域密着型サービス事業 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護、夜間対応型訪問

介護、認知症対応型通所介護、小規模多機能型居宅介

護、看護小規模多機能型居宅介護 

居宅介護支援事業 居宅介護支援事業 

介護予防サービス事業 

介護予防訪問介護、介護予防訪問入浴介護、介護予防

訪問看護、介護予防居宅療養管理指導、介護予防通所

介護、介護予防短期入所生活介護 

地域密着型介護予防サービス事 

業 

介護予防認知症対応型通所介護、介護予防小規模多機

能型居宅介護 

介護予防支援事業 介護予防支援事業 

介護予防・日常生活支援総合事業 
第１号訪問事業、第１号通所事業、第１号生活介護事

業、第１号介護予防支援事業 

介護老人保健施

設 

居宅サービス事業 

訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、訪問リハビリテ

ーション、居宅療養管理指導、通所介護、通所リハビ

リテーション、短期入所療養介護 

地域密着型サービス事業 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護、夜間対応型訪問

介護、認知症対応型通所介護、小規模多機能型居宅介

護、看護小規模多機能型居宅介護 

居宅介護支援事業 居宅介護支援事業 

介護予防サービス事業 

介護予防訪問介護、介護予防訪問入浴介護、介護予防

訪問看護、介護予防訪問リハビリテーション、介護予

防居宅療養管理指導、介護予防通所介護、介護予防通

所リハビリテーション、介護予防短期入所療養介護 

地域密着型介護予防サービス事業 
介護予防認知症対応型通所介護、介護予防小規模多機

能型居宅介護 

介護予防・日常生活支援総合事業 
第１号訪問事業、第１号通所事業、第１号生活介護事

業、第１号介護予防支援事業 

 

【解説】（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特別養護老人ホ

ーム及び介護老

人保健施設と併

せて実施できる

事業として、小規

模多機能型居宅

介護事業及び看

護小規模多機能

型居宅介護事業

を追加。 

なお、介護予防小

規模多機能型居

宅介護事業は法

律上の分類によ

るもので、事業内

容は小規模多機

能型居宅介護事

業と同様。 
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第３章 法第34条に関する立地の許可の基準 第２節 横浜市開発審査会提案基準第27号 社会福祉施設、学校

等の開発行為、建築行為及び用途の変更の特例措置 

本文（略） 

１～13 (略) 

注（略) 

別表―１ 

第一種社会福祉事業 

児童福祉法 乳児院・母子生活支援施設・児童養護施設・障害児入所施設・情緒障害児

短期治療施設・児童自立支援施設 

老人福祉法 養護老人ホ－ム・軽費老人ホ－ム 

障害者総合支援法 障害者支援施設 

第二種社会福祉事業 

児童福祉法 障害児通所支援事業・児童自立生活援助事業・放課後児童健全育成事業・

子育て短期支援事業・保育所・児童厚生施設・児童家庭支援センター 

障害者総合支援法 療養介護・生活介護・自立訓練・就労移行支援・就労継続支援・地域活動

支援センター 

身体障害者福祉法 介助犬訓練事業・聴導犬訓練事業・盲導犬訓練施設 

 

別表―２（略） 

【解説】（略） 

第３章 法第34条に関する立地の許可の基準 第２節 横浜市開発審査会提案基準第27号 社会福祉施設、学校

等の開発行為、建築行為及び用途の変更の特例措置 

本文（略） 

１～13(略) 

注（略) 

別表―１ 

第一種社会福祉事業 

児童福祉法 乳児院・母子生活支援施設・児童養護施設・障害児入所施設・情緒障害児

短期治療施設・児童自立支援施設 

老人福祉法 養護老人ホ－ム・軽費老人ホ－ム 

障害者総合支援法 障害者支援施設 

第二種社会福祉事業 

児童福祉法 障害児通所支援事業・児童自立生活援助事業・放課後児童健全育成事業・

子育て短期支援事業・保育所・児童厚生施設・児童家庭支援センター 

障害者総合支援法 療養介護・生活介護・自立訓練・就労移行支援・就労継続支援・地域活動

支援センター 

老人福祉法 小規模多機能型居宅介護事業・看護小規模多機能型居宅介護事業 

身体障害者福祉法 介助犬訓練事業・聴導犬訓練事業・盲導犬訓練施設 

別表―２（略） 

【解説】（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

小規模多機能型

居宅介護事業及

び看護小規模多

機能型居宅介護

事業を追加。 

第５章 法第29条ただし書に関する取扱い 

「農業の用に供する建築物又は農業を営む者の居住の用に供する建築物の建築に係る取扱い」（法第29条第１項

第２号） 

本文（略） 

（農業の用に供する建築物） 

１ 農業の用に供する建築物の用途は、畜舎、温室等、法施行令第 20条に掲げる建築物であり、農産物の処理、貯

蔵若しくは加工を含まないものであること。 

（農業を営む者） 

２ 農業を営む者とは、次の各号のいずれかに該当している場合の農業経営主をいう。 

(1) （略） 

(2) 耕作面積が1,000 平方メートル未満の場合は、調査日の５年以上前から継続して、１年間の農産物販売金額を

証する書面が次のいずれかに該当する場合 

ア・イ（略）  

３～５ （略） 

【解説】（略） 

 

第５章 法第29条ただし書に関する取扱い 

「農業の用に供する建築物又は農業を営む者の居住の用に供する建築物の建築に係る取扱い」（法第29条第１項

第２号） 

本文（略） 

（農業の用に供する建築物） 

１ 農業の用に供する建築物とは、農業を営む者が建築するもので、その用途は、畜舎、温室等、法施行令第 20条

に掲げる建築物であり、農産物の処理、貯蔵若しくは加工を含まないものであること。 

（農業を営む者） 

２ 農業を営む者とは、次の各号のいずれかに該当している場合の農業経営主をいう。 

(1) （略） 

(2) 耕作面積が1,000 平方メートル未満の場合は、「農業の用又は農業を営む者の居住の用に供する建築物につい

ての申告書」の提出日の５年以上前から継続して、１年間の農産物販売金額を証する書面が次のいずれかに該当

する場合 

ア・イ（略）  

３～５ （略） 

【解説】（略） 

 

 

 

 

 

 

基準の明確化 

 

 

 

 

基準の明確化 
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「都市計画法による開発許可の手引 資料編」  新旧対照（案） （傍線は改定箇所） 

 

現   行 改 定 案 備  考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

裏面 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

裏面 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実運用に適合した様

式に変更 

 


